
道路の占用に係る入札方式の導入等に関する関係政令の整備について
（平成２６年道路法等の一部改正に伴う関係政令の整備）

平成２７年１月２０日
国 土 交 通 省

標記について、本日、以下のとおり関係政令が閣議決定されましたので、
お知らせいたします。

１．背景

平成２６年６月４日に公布された道路法等の一部を改正する法律（以下「法」とい

う。）により、道路法等が改正され、高架下空間の占用基準の緩和及び道路の占用に係

る入札方式の導入関係の規定が定められたところです。

これらの規定は、法の公布の日から１年を超えない範囲内において政令で定める日か
ら施行することとされており、今般、施行に向けて必要となる政令の整備を行うことと
します。

２．概要

（１）道路法等の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令
法の施行期日を平成２７年４月１日とします。

（２）道路法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備に関する政令

＜道路法施行令の一部改正関係＞
道路の占用に係る入札方式が導入されたことに伴い、

① 指定区間内の国道に係る占用入札における占用料の額の 低額の下
限の額については、道路法施行令別表に規定されている現行の占用料
の額を基準として算出するものとすることを規定します。

② も高い占用料の額をもって申し出た参加者以外の者を落札者とすることがで
きる占用入札（総合評価占用入札）の手続を規定します。

＜道路整備特別措置法施行令の一部改正関係＞
道路の占用に係る入札方式が導入されたことに伴い、独立行政法人日本高速道路

保有・債務返済機構等が行う道路の管理について技術的読替え等を定めます。

※その他所要の改正を行います。

３．今後のスケジュール（予定）

公布：平成２７年１月２３日（金） 施行：平成２７年４月１日（水）

※「道路法施行規則等の一部を改正する省令」の公布・施行についても同様。
（公布後、発表予定）
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